




- ポストゲノム時代の人間の健康のために求められる DNA 解析技術 - 
科学技術動向研究センター主任研究官 茂木 伸一、主任研究官 伊藤 裕子
.海外事情







- ポストゲノム時代の人間の健康のために求められる DNA 解析技術 -
科学技術動向研究センター主任研究官 茂木 伸一、主任研究官 伊藤 裕子
APEC 技術予測センターは APEC によって設立され、タイとそれ以外の APEC 加盟国との共同で技術予測などの活動
を行っている。既に多くの技術予測プロジェクトを APEC 加盟国との共同で実行しており、2001 年にはナノテクノロジー
に関する技術予測プロジェクトを実施した。今年度 (2003 年) は、「ポストゲノム時代の人間の健康のために求められる
DNA 解析技術」に関する技術予測プロジェクトであり、APEC 技術予測センターから科学技術政策研究所 科学技術動向
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研究センターに対して、ゲノム分野の専門家派遣の要請があった。これを受けて 4 月のコアグループミーティングおよび
8 月のワイドミーティングに著者ら 2 名が出席した。
1. ワイドミーティングの概要
参加者は約 40 名だった。全員が大学、国公立機関、非営利機関の研究者あるいは研究経歴を有する生命科学分野
(生命倫理も含む) の専門家であった。参加国は 14 カ国であり、内訳はオーストラリア、カナダ、中国、台湾、 (香港) 、日
本、インドネシア、韓国、マレーシア、ニュージーランド、フィリッピン、シンガポール、タイ、米国、ベトナム。
(1) ワイドミーティング第 1 日目 - 健康に関わる DNA 技術と問題点の抽出 -
APEC センターの顧問であるテガート教授から、「APEC 参加国の国民の健康に必要な DNA 解析技術は何であるか
を技術予測の手法を用いて解析し、この技術の実現に必要な社会的および技術的な要素を抽出すること」が本会議の目
的であると説明がされた。続いて会議出席者のために、「技術予測とは何か?」に関しての簡単な講義が行なわれた。
さらに、健康に関連する DNA 技術に関して、参加国から質疑応答を含めた 30 分の発表がなされた。演題は、「マイク
ロアレイおよびナノチップによるプロテオーム解析から DNA 診断へ (オーストラリア)」、「薬の開発に向かうポストゲノム研
究 (日本)」、「遺伝子治療 (カナダ)」、「バイオインフォマテックス (カナダ)」、「ゲノムの多様性と健康 (オーストラリア)」、






についての報告が、APEC センター顧問により行なわれた。アンケートは、9 カ国 (オーストラリア、カナダ、台湾、日本、
マレーシア、シンガポール、タイ、米国、ベトナム) で実施された。アンケートに参加した研究者数は、日本の 267 人が一




(2) ワイドミーティング第 2 日目および 3 日目 - 技術予測シナリオの作成と分析 -
参加者を 3 つのグループに分けて、それぞれのグループでシナリオ作成が行われた。グループ分けは APEC セン
ター事務局が行い、各国の参加者が同一のグループにならないように配慮された。
始めに、2015 年の人々の健康に影響を与えると考えられる事を参加者全員が挙げ、これらを「社会」、「経済」、「技















もぎ しんいち: 1992 年武田薬品工業 入社。1997 年同社主任研究員。2001 年「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」に基づく官民人事交
流制度により科学技術政策研究所科学技術動向研究センター主任研究官に採用。 
いとう ゆうこ: 1994 年 4 月工業技術院 生命工学工業技術研究所 (現 産業技術総合研究所) 入所。1997 年 10 月同主任研究官。米国 NIH および












米国出張報告 〜 一人勝ちの「成功へのチャンスの国」に生じた異変 〜
第３調査研究グループ総括上席研究官 斎藤 尚樹
6 月の欧州出張 (政策研ニュース 8 月号参照) に続き、去る 7 月 20 日か
ら 27 日にかけ、梅雨明けが遅れ冷夏傾向の日本から「盛夏」の候の米国東






1. 「Land of Opportunity」の成功の源泉としての「流動性」
これまでの米国は、科学技術分野でも世界の人材にとって「成功へのチャ

























































































Technology: Growth through Business, Innovation and
Entrepreneurship.』(分担執筆, Pergamon Press:
Oxford, 2003)など多数。 












カールスルーエはドイツ教育研究省 (BMBF) における「大学からの起業」の政策である EXIST プログラムの 5 つのモ
デル地域の 1 つでもある。同地域の EXIST プログラムの推進機関である KEIM (ドイツ語で芽生えを意味する) が中心
となって「大学からの起業」の文化作りと地域の支援ネットワーク作りを行っている。
ドイツでは 2002 年の2 月から大学における特許の帰属が個人から大学に変更になった。こうした変化に伴い大学の
特許の権利化やライセンシングを行う機関が各地に設立されているが、カールスルーエには大学からの特許ライセンシン
グを扱うドイツで最も歴史のある TLB がある。TLB の活動は、1987 年からのカールスルーエ大学を対象にしたバーデ
ン・ビュルテンベルグ州科学省 (MWK) のパイロット・プロジェクトの成功を経て、1995 年からバーデン・ビュルテンベルグ
州の全ての大学を対象にした活動に拡張され、組織的には 1998 年に有限会社となった。州関連の銀行やフラウンホー






2. 第 2 段階を迎えたドイツの大学発ベンチャー
滞在先であるドイツのフラウンホーファー協会のシステム技術・革新研究所 (FhG-ISI) は、ドイツ教育研究省 (BMBF)
における「大学からの起業」の政策である EXIST プログラムのモニターを教育研究省から委託を受けて実施している機
関であるため、EXIST プログラムの進捗状況について Koschatzky 部長や他の研究者と情報交換・意見交換を行うととも
に資料収集を行った。その結果、EXIST プログラムのモデル地域に指定された 5 地域において開始時点から 2002 年
の 12 月までに 600 を超えるベンチャー企業が誕生し、倒産又は自主解散に至ったベンチャー企業はわずか 70 程度で
あることが分かった。他の研究機関の調査によると、ドイツ全体では 2000 年に大学や公的研究機関の技術成果を元にし
て起業したベンチャー企業は 3,000 社以上に上る。大学からの技術成果を元にして起業したベンチャー企業数のみを推
計してみると 2,780 社になる。日本の大学からの技術/人材/資金を元にした起業数は 2000 年は 100 件であり、アメリカ
の大学からのライセンシングを元にした起業数は 2000 年は 368 件であったことを考えると如何に多いかが分かる。
こうした EXIST プログラムは第 2 段階を迎え、従来の 5 地域に加え新たに 10 地域が EXIST-TRANSFER 地域として







そこで、カールスルーエ地域の EXIST プログラムの推進機関である KEIM の Wuest マネージャーを訪問して EXIST
プログラムのカールスルーエ地域における進捗状況、大学発ベンチャーの動向について訪問調査を実施した。その結
果、次のようなことが分かった。カールスルーエ地域は IT 分野のドイツにおける先端地域であり、大学発ベンチャーも IT















・ 9/16 Dr. Yong-Soo Kwon: 韓国科学技術政策研究院研究委員
・ 9/17 Dr. Philippe DE TAXIS DU POET: 欧州委員会研究総局
Dr. Pierrick FILLON-ASHIDA: 欧州連合駐日欧州委員会代表部アタッシェ、科学技
術部長
・ 9/18 Dr. Elizabeth Theriault: カナダ大使館科学技術参事官 他(表紙写真)
○ 講演会・セミナー
・9/ 9 「小さなRNAがバイオ・医学の世界を変える」
多比良 和誠: 東京大学大学院工学系研究科 化学生命工学専攻教授
・9/11 「超耐熱材料の実用化戦略とエネルギー産業分野への波及効果
〜ジェット機からパワーエンジニアリングまで 〜」
原田 広史: 物質・材料研究機構 材料研究所 超耐熱材料グループディレクター
・9/17 「大気圧放電プラズマと触媒の組み合わせによるガス浄化
〜 クリーンエネルギーシステムを目指して 〜」
水野 彰: 岡崎国立共同研究機構分子科学研究所 界面分子科学研究部門教授
分子スケールナノサイエンスセンター
○ 新着研究報告・資料
・「科学技術動向 2003 年 9 月号」(9 月 29 日発行)
 特集 1 グライコインフォマティクス展開の必要性
 客員研究官 辻 崇一、ライフサイエンス・医療ユニット 島田 純子
 特集 2 ロボット技術の研究開発動向 - 生活支援ロボット実用化促進に向けて -
 情報通信ユニット 小松 裕司
 特集3 原子力分野における人材育成の必要性・現状・課題




本年 6 月に科学技術動向研究センターに着任した浦島上席研究官が平成 15 年度静電気学
会野口賞を受賞しました。これは「非熱平衡プラズマを中心とした各種手法により大気汚染有害
物質を除去する技術の開発に多大な成果を挙げ、海外での活動を通じて世界の環境改善に貢
献したこと等」を認められたもの。今後の調査分析に更なる活躍を期待します。 
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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